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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第31期

第２四半期連結
累計期間

第32期
第２四半期連結
累計期間

第31期
第２四半期連結
会計期間

第32期
第２四半期連結
会計期間

第31期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（千円） 12,127,46917,588,3605,991,8589,347,50328,708,669

経常利益又は損失(△)（千円） △380,002 424,593△219,014 215,621△180,390

四半期（当期）純利益又は純損失

(△)（千円）
△806,207 232,028△616,028 110,033△674,798

純資産額（千円） － － 2,132,8852,221,8382,084,668

総資産額（千円） － － 17,655,61920,739,16520,271,857

１株当たり純資産額（円） － － 778.36 803.01 757.15

１株当たり四半期（当期）純利益

又は純損失(△)金額（円）
△298.60 85.94 △228.16 40.75 △249.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 11.9 10.5 10.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
717,868 3,244 － － 412,908

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△140,126△376,860 － － △191,368

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
497,730 416,816 － － 1,142,100

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,852,0433,107,4333,104,458

従業員数（人） － － 1,831 2,564 2,023

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失が計上され

ており、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第2四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第2四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 2,564(899)

　 (注) １   従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含みます。）であり、臨時従業員（パート、人材会社からの派遣社員、季節工を含みます）数は

（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員(１日８時間換算)を外数で記載しております。

２．従業員数合計　

平成22年3月31日現在2,314名

平成22年6月30日現在2,564名

上記のとおり従業員数は250名増加しておりますが、増加要因は海外子会社の増産によるものです。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 220 (110)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨時従業

員（パート、人材会社からの派遣社員、季節工を含みます。）数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員

(１日８時間換算)を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の部門ごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子部品実装部門 7,384,710 165.3

機構組立部門 1,807,522 125.5

その他部門 － －

合計 9,192,233 155.6

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の部門ごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

電子部品実装部門 9,372,354 207.3 8,722,750 147.0

機構組立部門 1,917,189 96.2 1,887,159 103.2

その他部門 190,431 237.2 124,046 149.5

合計 11,479,975 174.1 10,733,955 136.8

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門ごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子部品実装部門 7,384,710 165.3

機構組立部門 1,807,522 125.5

その他部門 155,270 183.1

合計 9,347,503 156.0

　（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前第2四半期連結会計期間 当第2四半期連結会計期間

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

キヤノン株式会社 1,259,431 21.0 1,828,865 19.6

CANON SUZHOU LTD. 882,004 14.7 1,175,092 12.6

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　　当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動又は、

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間の経済情勢を概観いたしますと、我が国経済は、2009年３月を底に緩やかな回復が持続し

ていますが、主に内外の景気刺激策に拠るもので、ファンダメンタルズは依然として低迷しており不況感が根強く残

存しています。リーマン・ショック後は円高が進み、経済指標は足元の景気頭打ち・悪化を示唆しています。海外経済

を展望すると、米国は、商業用不動産価格下落、金融機関不良債権など様々な問題から長期低迷しており、ＥＵはギリ

シア問題などソブリンリスクによる構造不況が懸念されます。一方で、中国を牽引役に新興国経済は成長率が維持継

続する方向にあります。　

  このような経営環境の下、当第２四半期連結会計期間の経営成績は下記のとおりとなりました。

　日本は、電子部品実装部門において、情報通信機器用、半導体製造装置用基板実装が穏やかに需要回復しつつあり、ア

ミューズメント機器用も堅調な受注を確保、機構組立部門は、昨年度下半期に続いて一眼レフを中心とするデジタル

カメラ市場需要から、レンズ組立受注が安定推移しております。

　アジアは、香港・中国深?子会社において、昨年の主力取引先の大幅減産から回復基調となりました。中国無錫子会

社においても情報通信機器用が回復傾向となっており、またレンズ組立事業の受注が安定的に確保されております。

　以上の結果、連結売上高は9,347百万円（前第２四半期連結会計期間比56.0％増加）となりました。

　また、アジア、日本ともグループ全体で、昨年度の売上高大幅減少に伴う収益減少に対して固定費圧縮など効率化を

推進して利益体質への改善に取り組んでまいりました結果、連結営業利益は244百万円（前第２四半期連結会計期間

は190百万円の営業損失）となりました。

　受注の回復に伴い、手元資金の充足のため資金調達を増やしたため、金融費用が増加したことにより、連結経常利益

は215百万円（前第２四半期連結会計期間は219百万円の経常損失）となりました。これに法人税等及び少数株主利益

等を加減した結果、連結四半期純利益は110百万円（前第２四半期連結会計期間は616百万円の純損失）となりまし

た。

　

(２) 財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は20,739百万円(前連結会計年度末比467百万円増)となりました。　 

　流動資産は、受取手形及び売掛金が増加したこと及び原材料及び貯蔵品が増加したこと等により、16,407百万円(前

連結会計年度末比553百万円増)となりました。　

　固定資産は、機械装置の売却等により4,332百万円(前連結会計年度末比86百万円減)となりました。

  当第２四半期連結会計期間末における負債は18,517百万円(前連結会計年度末比330百万円増)となりました。　

　流動負債は、未払法人税等が増加した一方、支払手形及び買掛金、短期借入金及び一年内返済予定の長期借入金が減

少したこと等により、12,728百万円(前連結会計年度末比247百万円減)となりました。　

　固定負債は、社債及び長期借入金の増加等により、5,788百万円(前連結会計年度末比577百万円増)となりました。　

　純資産合計は、株主資本が増加したことにより2,221百万円(前連結会計年度末比137百万円増)となりました。
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(３) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間末

に比べ422百万円増加し、3,107百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は下記のとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　営業活動の結果獲得した資金は167百万円(前年同期比105百万円増)となりました。

　　売上債権の増加503百万円があった一方、税金等調整前四半期純利益202百万円、減価償却費144百万円及び仕入

　債務の減少308百万円があったこと等によるものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　投資活動の結果使用した資金は191百万円(前年同期比105百万円増)となりました。

　　有形固定資産の取得による支出188百万円があったこと等によるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　財務活動の結果獲得した資金は504百万円(前年同期比309百万円減)となりました。

　　短期借入金の純減317百万円及び社債の償還122百万円があった一方、長期借入金の純増566百万円及び社債の発

　行390百万円があったこと等によるものであります。 

 　

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(５) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、６百万円であります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,600,000

計 5,600,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,700,000 2,700,000
大阪証券取引所

(JASDAQ市場)　
(注)

計 2,700,000 2,700,000 － －

　(注) 完全議決権株式であり、株主としての権利内容に何ら限定のない、当社における標準となる株式であります。

　なお、単元株式数は100株であります。　

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 2,700,000 － 856,300 － 563,300
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（６）【大株主の状況】

 平成22年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社エヌシーネットワーク  東京都千代田区神田駿河台2丁目1-4 450 16.67

 有限会社欅  栃木県日光市土沢1432-22 446 16.53

 株式会社足利銀行  栃木県宇都宮市桜4丁目1-25 134　 5.00

 山口侑男  栃木県日光市 81 3.01

 住友信託銀行株式会社  大阪府大阪市中央区北浜4丁目5-33 80 2.99

 日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内1丁目6番6号 64 2.38

 松田 正喜  栃木県日光市 56　 2.11

 山口 琢也  栃木県日光市 54 2.00

 ㈱大日光・エンジニアリング持

株会
 栃木県日光市根室697番地1　 50 1.87

 株式会社群馬銀行　  群馬県前橋市元総社町194番地 50 1.85

 農林中央金庫  東京都千代田区有楽町1丁目13番2号 50 1.85

計 － 1,518 56.26

　

（７）【議決権の状況】

      ①【発行済株式】 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,699,400 26,994

権利内容に何ら限定の

ない、当社における標準

となる株式であります。

なお、単元株式数は100

株であります。

単元未満株式 普通株式 600 ― 同上

発行済株式総数 2,700,000 ― ―

総株主の議決権 ― 26,994 ―

 

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

― ―　   ―    ―    ―    ―  

計 ―   ―    ―    ―    ―  
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 334 316 308 369 660 870

最低（円） 287 295 282 298 342 561

　（注）　最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所(JASDAQ市場)におけるものであり、それ以前はジャス

ダック証券取引所におけるものであります。

 　　　　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,117,433 3,114,458

受取手形及び売掛金 7,257,433 6,854,618

商品及び製品 528,167 712,780

仕掛品 436,028 261,609

原材料及び貯蔵品 4,449,927 4,305,311

繰延税金資産 22,625 12,890

その他 595,940 592,546

貸倒引当金 △554 △554

流動資産合計 16,407,001 15,853,660

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,989,947 2,909,489

減価償却累計額 △1,820,536 △1,780,938

建物及び構築物（純額） 1,169,411 1,128,551

機械装置及び運搬具 4,372,786 4,571,836

減価償却累計額 △2,423,368 △2,464,916

機械装置及び運搬具（純額） 1,949,417 2,106,920

土地 185,568 150,198

その他 624,006 606,773

減価償却累計額 △380,829 △355,366

その他（純額） 243,176 251,406

有形固定資産合計 3,547,574 3,637,077

無形固定資産 97,383 102,303

投資その他の資産

投資有価証券 233,561 225,880

保険積立金 366,075 363,837

繰延税金資産 28,465 25,649

その他 93,767 98,111

貸倒引当金 △34,662 △34,662

投資その他の資産合計 687,206 678,816

固定資産合計 4,332,163 4,418,197

資産合計 20,739,165 20,271,857
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,163,146 6,350,476

短期借入金 2,958,136 3,092,918

1年内返済予定の長期借入金 2,141,273 2,229,048

1年内償還予定の社債 483,000 476,500

未払法人税等 132,880 31,889

その他 850,520 795,186

流動負債合計 12,728,957 12,976,018

固定負債

社債 570,500 451,500

長期借入金 5,188,339 4,731,642

繰延税金負債 1,572 2,326

退職給付引当金 17,733 11,116

その他 10,224 14,585

固定負債合計 5,788,369 5,211,170

負債合計 18,517,327 18,187,188

純資産の部

株主資本

資本金 856,300 856,300

資本剰余金 563,300 563,300

利益剰余金 1,193,625 984,546

自己株式 △50 △50

株主資本合計 2,613,174 2,404,096

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △63,067 △50,099

繰延ヘッジ損益 △338 △343

為替換算調整勘定 △381,690 △309,394

評価・換算差額等合計 △445,096 △359,837

少数株主持分 53,759 40,410

純資産合計 2,221,838 2,084,668

負債純資産合計 20,739,165 20,271,857
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 12,127,469 17,588,360

売上原価 11,778,099 16,335,557

売上総利益 349,369 1,252,802

販売費及び一般管理費 ※1
 660,965

※1
 764,200

営業利益又は営業損失（△） △311,595 488,602

営業外収益

受取利息 2,031 1,463

受取配当金 3,585 1,931

その他 32,216 51,303

営業外収益合計 37,833 54,698

営業外費用

支払利息 79,950 88,944

その他 26,289 29,762

営業外費用合計 106,240 118,706

経常利益又は経常損失（△） △380,002 424,593

特別利益

固定資産売却益 － 4,069

投資有価証券売却益 8,475 2

特別利益合計 8,475 4,071

特別損失

固定資産売却損 5,431 17,439

固定資産除却損 37,840 171

減損損失 32,446 －

たな卸資産評価損 322,322 －

投資有価証券売却損 6,389 4

投資有価証券評価損 313 －

特別損失合計 404,744 17,614

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△776,271 411,050

法人税等 ※2
 29,178

※2
 165,672

少数株主利益 758 13,349

四半期純利益又は四半期純損失（△） △806,207 232,028
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 5,991,858 9,347,503

売上原価 5,838,411 8,688,437

売上総利益 153,447 659,066

販売費及び一般管理費 ※1
 344,144

※1
 414,301

営業利益又は営業損失（△） △190,697 244,764

営業外収益

受取利息 122 695

受取配当金 2,020 374

その他 16,299 29,691

営業外収益合計 18,442 30,761

営業外費用

支払利息 39,985 46,288

その他 6,774 13,616

営業外費用合計 46,759 59,905

経常利益又は経常損失（△） △219,014 215,621

特別利益

固定資産売却益 － 4,069

投資有価証券売却益 154 2

特別利益合計 154 4,071

特別損失

固定資産売却損 5,431 17,439

固定資産除却損 37,840 72

減損損失 396 －

たな卸資産評価損 322,322 －

投資有価証券売却損 6,389 4

投資有価証券評価損 313 －

特別損失合計 372,694 17,516

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△591,554 202,176

法人税等 ※2
 22,257

※2
 84,411

少数株主利益 2,216 7,731

四半期純利益又は四半期純損失（△） △616,028 110,033
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△776,271 411,050

減価償却費 329,426 287,658

受取利息及び受取配当金 △5,617 △3,394

支払利息 79,950 88,944

社債発行費 4,374 4,883

為替差損益（△は益） 15,515 21,020

有形固定資産売却損益（△は益） 5,431 13,369

有形固定資産除却損 37,840 171

減損損失 32,446 －

売上債権の増減額（△は増加） 205,883 △481,566

たな卸資産の増減額（△は増加） 979,140 △210,101

仕入債務の増減額（△は減少） △373,023 △34,618

賞与引当金の増減額（△は減少） △21,000 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 674 6,617

投資有価証券売却損益（△は益） △2,085 2

投資有価証券評価損益（△は益） 313 －

未収消費税等の増減額（△は増加） 149,325 45,791

未払消費税等の増減額（△は減少） 7,937 △3,524

その他 116,478 △6,882

小計 786,741 139,421

利息及び配当金の受取額 5,607 3,846

利息の支払額 △79,071 △86,407

法人税等の支払額 △55,169 △53,616

法人税等の還付額 59,759 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 717,868 3,244

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,000 －

有形固定資産の取得による支出 △142,155 △370,802

有形固定資産の売却による収入 14,219 14,561

無形固定資産の取得による支出 △424 △218

投資有価証券の取得による支出 △45,346 △14,823

投資有価証券の売却による収入 59,564 705

その他 △15,983 △6,282

投資活動によるキャッシュ・フロー △140,126 △376,860
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △89,829 △48,331

長期借入れによる収入 1,700,000 1,500,000

長期借入金の返済による支出 △1,193,559 △1,131,077

社債の発行による収入 300,000 390,000

社債の償還による支出 △192,000 △264,500

配当金の支払額 △20,700 △22,783

その他 △6,179 △6,490

財務活動によるキャッシュ・フロー 497,730 416,816

現金及び現金同等物に係る換算差額 27,355 △40,225

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,102,827 2,975

現金及び現金同等物の期首残高 1,749,215 3,104,458

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,852,043

※1
 3,107,433
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

　項目
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の減価償却については、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。　

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びその金

額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びその金

額は次のとおりであります。

役員報酬 62,214千円

従業員給与手当 170,963 

運搬費 137,936 

減価償却費 19,803 

退職給付費用 1,675 

旅費交通費 40,253 

役員報酬 55,662千円

従業員給与手当 176,873 

運搬費 170,848 

減価償却費 15,077 

退職給付費用 2,035 

旅費交通費 44,798 

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びその金

額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びその金

額は次のとおりであります。

役員報酬 22,989千円

従業員給与手当 89,657 

運搬費 73,719 

減価償却費 8,515 

退職給付費用 942 

旅費交通費 20,500 

役員報酬 32,560千円

従業員給与手当 93,646 

運搬費 93,881 

減価償却費 7,431 

退職給付費用 1,646 

旅費交通費 21,693 

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 2,862,043

預入期間が３カ月を超える定期預金 △10,000

現金及び現金同等物 2,852,043

 

 （千円）

現金及び預金勘定 3,117,433

預入期間が３カ月を超える定期預金 △10,000

現金及び現金同等物 3,107,433
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,700,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 77株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(１)配当金支払額　

　決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月29日

定時株主総会
普通株式 22,949 8.50平成21年12月31日平成22年３月30日利益剰余金

(２)基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

　発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの　

　該当事項はありません。

 

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び当第２四半期連結会計期間(自　

平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

　電子部品受託加工事業の売上高、営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別のセグメント情報の記載を省略しております。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

　電子部品受託加工事業の売上高、営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別のセグメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 2,883,1083,108,7495,991,858 － 5,991,858

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
760,275 478,0781,238,354(1,238,354) －

計 3,643,3843,586,8287,230,212(1,238,354) 5,991,858

営業利益又は営業損失(△) 96,194△231,472△135,278(55,419) △190,697

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 3,955,7065,391,7979,347,503 － 9,347,503

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,348,364745,6192,093,983(2,093,983) －

計 5,304,0706,137,41611,441,487(2,093,983) 9,347,503

営業利益 289,197 46,018 335,216(90,451) 244,764

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 5,391,7106,735,75812,127,469 － 12,127,469

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,337,861726,7312,064,593(2,064,593) －

計 6,729,5727,462,49014,192,062(2,064,593) 12,127,469

営業利益又は営業損失(△) 162,841△380,836△217,994(93,601) △311,595

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 7,511,30310,077,05717,588,360 － 17,588,360

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,420,0681,193,7023,613,770(3,613,770) －

計 9,931,37111,270,75921,202,130(3,613,770) 17,588,360

営業利益 605,547 26,216 631,763(143,161) 488,602

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア……中国、台湾、ベトナム等
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 3,447,843 3,447,843

Ⅱ　連結売上高（千円） ― 5,991,858

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
57.5 57.5

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 5,391,797 5,391,797

Ⅱ　連結売上高（千円）     ― 9,347,503

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
57.7 57.7

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 6,661,724　 6,661,724

Ⅱ　連結売上高（千円） ― 12,127,469

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
54.9 54.9

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 10,077,057　 10,077,057

Ⅱ　連結売上高（千円）     ― 17,588,360

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
57.3 57.3

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳

アジア…中国、台湾、ベトナム等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（リース取引関係）

　リース取引開始日が、適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末

に比べ著しい変動がありません。　

　

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

　

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

　

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

　

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

 803.01円  757.15円

２．１株当たり四半期純利益又は純損失　

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失 298.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益
― 

１株当たり四半期純利益 85.94円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益
― 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益又は純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は純損

失(△)（千円）
△806,207 232,028

普通株式に係る四半期純利益又は純損失(△)（千

円）
△806,207 232,028

普通株式の期中平均株式数（株） 2,699,923 2,699,923

 

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失 228.16円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益
― 

１株当たり四半期純利益 40.75円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益
― 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益又は純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は純損

失(△)（千円）
△616,028 110,033

普通株式に係る四半期純利益又は純損失(△)（千

円）
△616,028 110,033

普通株式の期中平均株式数（株） 2,699,923 2,699,923

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

株式会社大日光・エンジニアリング

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関谷　靖夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上林三子雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大日光・エ

ンジニアリングの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大日光・エンジニアリング及び連結子会社の平成21年６月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

　期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

株式会社大日光・エンジニアリング

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関谷　靖夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上林三子雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大日光・エ

ンジニアリングの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月

１日から平成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大日光・エンジニアリング及び連結子会社の平成22年６月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

　期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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